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公益財団法人 愛世会 

 

基本方針 

 

 昨年も全国各地で地震や記録的な豪雨が発生するなど災害が相次ぎ、改めて

防災意識の重要性を痛感した 1 年であった。 

その一方で、日本人研究者の坂口志文氏、北川進氏のノーベル賞ダブル受賞、

ドジャースの大谷翔平選手の二刀流復活と山本由伸投手の目覚ましい活躍で、

それぞれシーズンとプレイオフのＭＶＰを獲得し大活躍であった。また、大阪・

関西万博では未来の技術が集結し、社会の可能性を私たちに示してくれるなど、

明るい話題もあった。 

昨年は、年初よりコメ価格の上昇に加えて、物価高騰やガソリン価格の高騰な

ども追い打ちをかけ、我々の生活がかなり苦しい状況からのスタートであった。

そのような中、10 月には我が国初の女性首相が率いた高市早苗政権が誕生し、

これまでの与党連携も大幅に改変され、今後我々の生活が少しでも豊かになる

事を期待して止まない。 

2025 年は団塊の世代が後期高齢者となり、医療、介護需要がピークを迎えた。

さらに、その先に待ち受ける2040年問題では、生産年齢人口の減少が本格化し、

医療、介護、福祉の提供体制の維持が喫緊の課題となる。 



2 

このため、愛世会ではＩＣＴを活用し医療ＤＸの推進や職員のスキルアップに

努めて来たが、本年もこの流れを加速させ、さらなる効率化と質の向上を目指し

て行く。 

また、介護老人保健施設としては昨年よりリハビリテーションの充実を目指

し、通所リハビリテーションの拡大を進めている。また、施設入所よりも自宅介

護の要望に応える為、訪問リハビリテーションを 4 月よりスタートさせ、在宅

サービスの充実を図っていく。 

一方、医療、特に病院を取り巻く環境は大変に厳しく、報道であるように国で

決められている診療報酬という公定価格が現状に適合していない為、日本中の

病院が苦境に陥っている。国内外の激動する社会情勢により全国の医療機関が

極めて厳しい運営状況に追込まれた。財務のみならず人材確保も難渋し、中には

運営が立ち行かなくなった医療機関もあったようだ。 

国や東京都も、こうした状況を深刻に受け止め、様々な形での医療機関や介護

施設への支援を発表している。2026 年も愛世会の「生活困窮者支援の為、可能

な限りの医療援助」という基本理念を忘れず、これまで以上に医療、介護、福祉、

予防の分野で貢献出来るように職員一同取組む所存である。 
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愛誠病院 

 

 今年の干支は、「午（うま）」の年にあたり古来より馬は神の使いとされ、そ

の力強く前進する馬の姿から「躍動」「飛躍」「幸運」の象徴とされ、物事がうま

くいくことや「健康」「商売繁盛」などのご利益があるとされている。 

私たち愛誠病院も、この年を契機に逆境を跳ね返し地域医療の中で信頼され

愛される病院として一層の前進を図り患者様一人ひとりに寄り添った温かく質

の高い医療の提供に努めていく。 

また、昨年から取組み始めた経営改善計画として、リハビリテーションの強化、

新たな加算の算定などを継続し安定した収益を上げている。加えて４月より開

始した精神科訪問診療事業も患者数を伸ばしつつあり、入院への窓口として大

きく貢献している。さらには東京都の緊急支援金、物価高騰支援金や高市内閣に

よる国の補正予算など医療業界への補助も手厚くなっている。この様な補助金

や自院の経営努力もあり令和７年度は黒字化可能の見通しである。 

一方で建築建替え計画は建築部材の高騰などの諸事情で様子見となっている、

しかしながら、このまま老朽化した施設を使い続ける訳にもいかず、現在、外来

棟、本部棟の大規模修繕を行い、患者様や職員が安心安全に過ごせる施設に更新

中である。 

この様にあらゆる部分で経営改善に取組んでいるが、ここ数年の急激な社会
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情勢の変化の中で医療業界全体は厳しい状況に据え置かれ、全国の病院の 70％

が赤字経営の状態にある。今年の診療報酬改定、薬価はマイナス 0.87％、本体

プラス 3.09％で全体では、プラス 2.22％の改定率となった。これによってこの

窮状が少しでも緩和され、医療業界全体が前に進む希望を持てればと考える。 

引き続き高い倫理観のもとで患者様安全第一に、地域の病院として安定した

経営を継続する為に以下の事業を行うこととする。 
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各 部 門 別 対 策 

1．医療支援・社会復帰支援事業（診療） 

(1) 精神科訪問診療の地域アピール強化と拡充 

(2) リハビリテーション部の事務室統合による作業療法・理学療法科・言語

聴覚科の連携強化 

(3) 精神科デイケア・訪問看護を強化し精神科患者の社会復帰支援の強化 

(4) 精神科における身体合併症治療の強化と拡充 

(5) 精神科合併症病棟における看護力の強化 

(6) 入院患者家族及び精神科デイケア利用者家族に対しての相談会の実施 

(7) 処遇困難な患者の積極的な受入の実施 

(8) ストレスチェック後におけるアフターケアの実施 

（高ストレス者に対し臨床心理士や精神保健福祉士による相談業務と医

師との診療システムの構築） 

(9) 看護師をはじめとする各医療技術者の実習の積極的な受入 

(10) 療養病棟における重症度の高い患者の積極的な受入 

(11) 摂食機能療法及び運動器リハビリテーションの強化と拡充 

(12) 電子カルテ導入による部門を超えた包括的な患者対応力の獲得に基づ

く近隣施設との連携強化 
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2．疾患予防事業（集団検診） 

(1) ハンディ健診実施の事業所拡大に努め、さらなる健康診断の効率化及び

精度の向上 

(2) 季節性インフルエンザや麻疹、風疹ワクチン接種など、様々なワクチン

接種を実施し社会に貢献 

(3) ISMS 認証審査において、新規格 JISQ27001：2023（ISO/IEC27001：

2022）の継続及び受診者様のプライバシー保護に努める 

(4) ストレスチェック実施方法の多様化により、既存顧客へのアナウンス強

化及び新規顧客の獲得 

(5) 職域、地域、学校など、疾病予防及び健康づくりへの貢献 

(6) 今後の歯科検診義務化を見据え、唾液検査による歯周病スクリーニング

検査の普及 

(7) 婦人科検診車の新車導入により、快適な受診環境を整え、受診者様の満

足度向上に努める 

(8) 令和 7 年度の事業年報の作成 
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３．その他（事務など） 

(1) 事業継続計画（ＢＣＰ）の改定 

(2) サイバーセキュリティ教育訓練の実施 

(3) 患者サービス向上のための接遇及び職員教育の徹底 

(4) 防火・防災訓練の徹底及び意識の強化 

(5) 各職場における事務作業のデジタル化 

(6) 老朽化した施設の大規模修繕、及び医療機器の更新 

(7) ホームページ刷新による医療情報の積極的な提供 
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シルバーピア加賀 

 

2025 年は 75 歳以上の後期高齢者人口が大幅に増加した年であり、総人口の

約 18％を占めるようになった。今後、2040 年までは増加傾向にあり、超高齢化

社会に向かっていくことになる。 

こうした中、介護老人保健施設に期待される役割は 1.医療機関退院後のリハ

ビリテーション、2.レスパイトを含めたショートステイ、3.機能が低下した場合

の長期入所、4.認知症ケアによる入所、5.特別養護老人ホーム等の待機、6.看取

り、と利用者の多様なニーズに対応した多様なサービスを提供することであり、

そのことが入所稼働率の向上につながってくる。 

充実したサービスを提供するには、看護・介護・リハビリなど多職種での協力

体制、資質の向上が必要となってくる。しかしながら、介護業界のもっとも深刻

な問題のひとつに慢性的な人材不足がある。特に看護職員、介護職員の確保が

年々難しくなっている。この問題を解決するには、離職率の低下といかに人材を

確保できるかが鍵となる。ICT 化をはじめ業務の効率化、適切な人員配置、職場

環境の改善等、生産性向上に重点を置いた取り組みが必要となる。 

その他、地域の医療機関及び介護事業所との連携、認知症ケア等の専門知識の

向上、介護職員における専門技術の取得、強化も行っていく。 

居宅サービスとしての通所リハビリテーションにおいても、利用時間・サービ

ス内容等利用者の多様なニーズに対応していくことで、高い利用率を維持する

ことが出来る。さらには、新たなサービスとして訪問リハビリテーションを新設

する。 

応対接遇等を含めたサービス全体の質の向上、認知症カフェの充実などによ

り、地域の方々との交流が増え、介護相談から居宅サービス、居宅サービスから

施設サービスへと利用される施設となる。このように、地域を中心とした施設運

営を行うことが安定した経営につながると考える。そのために、職員一丸となっ

て施設運営に努めていく所存である。 
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各 部 門 別 対 策 

１．介護老人保健施設 

(1) 入所及び通所の利用率の向上 

(2) 感染症予防体制の強化 

(3) 職員の研修の充実、資質の向上 

(4) 認知症ケアサービスの推進 

(5) 口腔ケアの推進 

(6) ターミナルケアの推進 

(7) 地域包括ケアシステムの推進 

(8) 業務効率の改善 

(9) BCP（事業継続計画）の周知・教育 

(10) 訪問リハビリテーション事業の新設 

 

２．地域包括支援センター 

(1) 地域包括ケアシステムの推進 

(2) 各居宅介護支援事業所への支援 

(3) 包括支援センターの普及・啓発活動 

(4) 業務効率の改善 

(5) BCP（事業継続計画）の周知・教育 
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３．居宅介護支援事業所 

(1) 居宅介護支援件数の拡充 

(2) 事業所の拡充 

(3) 各サービス事業所との連携強化 

(4) 地域包括ケアシステムの推進 

(5) 業務効率の改善 

(6) BCP（事業継続計画）の周知・教育 


